
新潟市歯科口腔保健推進条例（素案）

 市民が生涯にわたり全身の健康を保持して質の高い生活を送るため，歯・口腔の健康は，

基礎的かつ重要な役割を果たしています。

国においては８０２０運動（８０歳で２０本以上自分の歯を保つための取組をいいま

す。），歯科口腔保健の推進に関する法律（平成２３年法律第９５号）の制定など，歯科

口腔保健施策が全国的に推進され，新潟県においても全国に先駆けて平成２０年に新潟県

歯科保健推進条例（平成２０年新潟県条例第３２号）が制定されました。また，本市にお

いては，平成５年３月に新潟市生涯歯科保健計画を策定し，定期的に見直しを図りながら，

関係者の努力と協力の下で歯科口腔保健施策を推進してきました。 

 近年においては，口腔の健康状態の悪化と誤嚥性肺炎や，歯周病と糖尿病や心疾患など，

歯科口腔疾患と全身疾患とがそれぞれ密接に関連していることが確認されてきており，

歯・口腔の健康は，高齢社会化が進む中でより一層重要となっています。また，貧困問題

が深刻化する中で，所得格差による健康格差も指摘されており，歯・口腔の健康が，特に

将来を担う子どもたちの心身に大きな影響を与える可能性があることも認識する必要があ

ります。更に，歯科口腔保健に関する医療資源や施策の達成度等に，地域の特性や差があ

ります。

 そこで，医療，社会問題などについての知見，更に市内の各地域の特性及び差を踏まえ

た施策を展開することにより，誰もが収入や家庭環境の差に関わりなく，また，生活する

市内地域がどこであっても，生涯にわたって切れ目なく，必要な歯科口腔保健施策及び歯

科医療を受けることができる環境を整備し，市，歯科医師等，保健医療等関係者その他の

関係者が協働しながら，歯科口腔保健に関する取組を更に推進することを目指し，この条

例を制定します。

（目的）

第１条 この条例は，市の歯・口腔の健康づくりに関する施策（以下「歯科口腔保健施

策」といいます。）を総合的かつ計画的に推進するため，市の責務並びに市民，歯科
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医師等，保健医療等関係者及び事業者の役割を明らかにするとともに，歯科口腔保健

施策の基本となる事項を定め，もって市民の生涯にわたる健康の保持増進を図ること

を目的とします。

（定義）

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よります。

（１） 歯科医師等 歯科医師，歯科衛生士，歯科技工士その他の歯科医療又は歯科

保健指導に係る業務を行う者をいいます。

（２） 保健医療等関係者 保健，医療，福祉，教育等の分野において，歯・口腔の

健康づくりに係る業務を行う者をいいます。

（３） 事業者 市内の事業所において従業員を雇用して事業を行う者をいいます。

（基本理念）

第３条 歯・口腔の健康は健全な食生活を営むための基礎であり，健康の保持及び増進並

びに疾病の予防の上でも重要であることから，歯科口腔保健施策の推進については，

保健，医療，福祉，教育その他の関連施策との有機的な連携を図りながら次に掲げる

事項を基本理念として行われなければなりません。

（１） 歯科口腔疾患の予防，早期発見及び早期治療に関し，市民の自発的な取組を

促進すること。

（２） 乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期における歯・口腔機能の状態に応

じて，切れ目なく，適切かつ効果的に実施すること。

（３） 所得格差や歯科口腔保健に関する地域の特性及び差に配慮すること。

（市の責務）

第４条 市は，前条に掲げる基本理念（以下単に「基本理念」といいます。）にのっとり，

歯科口腔保健施策を総合的かつ計画的に推進するとともに，適宜，検証する責務を有

します。

２



２ 市は，歯科口腔保健施策の推進に当たっては，歯科医師等及び保健医療等関係者との

連携及び協力に努めるものとします。

３ 市は，事業者が行う歯科口腔保健に関する取組の効果的な推進を図るため，情報の提

供，助言その他の必要な支援を行うものとします。

（市民の役割）

第５条 市民は，基本理念にのっとり，歯・口腔の健康づくりに関する正しい知識及び理

解を深め，歯科口腔保健施策を積極的に活用することなどにより，自ら歯・口腔の健

康づくりに取り組むよう努めるものとします。

（歯科医師等の役割）

第６条 歯科医師等は，基本理念にのっとり，保健医療等関係者との連携により，市民の

歯・口腔の健康づくりを推進するとともに，歯科口腔保健施策に協力するよう努める

ものとします。

（保健医療等関係者の役割）

第７条 保健医療等関係者は，基本理念にのっとり，歯科医師等との及び相互の連携によ

り，市民の歯・口腔の健康づくりを推進するとともに，歯科口腔保健施策に協力する

よう努めるものとします。

（事業者の役割）

第８条 事業者は，基本理念にのっとり，雇用する従業員に対する歯科健診及び歯科保健

指導の機会を確保し，歯・口腔の健康づくりを推進するとともに，歯科口腔保健施策

に協力するよう努めるものとします。

（歯科口腔保健施策の基本事項）

第９条 歯科口腔保健施策の基本となる事項（以下「基本事項」といいます。）は，次に

掲げるとおりとします。

（１） かかりつけ歯科医機能を活用しつつ，生涯にわたる歯科口腔疾患の予防及び

口腔機能の維持向上のための施策を推進すること。
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（２） 家庭において乳児期からの良好な歯・口腔環境を確保するため，母子保健事

業における必要な施策を推進すること。

（３） 園児期及び学齢期において，保育園，幼稚園，認定こども園等，小学校，中

学校及び中等教育学校の前期課程の関係者並びに歯科医師等との連携による歯・口

腔の健康づくり教育並びに，科学的根拠に基づく効果的な歯科口腔疾患の予防のた

めの施策を推進すること。

（４） 保護者による適切な歯・口腔の健康づくりが行われていない子どもに必要な

施策を推進すること。

（５） 成人期における歯科口腔疾患の予防，口腔に発症するがんの早期発見，高齢

期における口腔機能の維持に必要な施策を推進すること。

（６） 災害時における歯・口腔衛生の維持に必要な施策を推進すること。

（７） 歯・口腔の健康づくりに関する教育及び食育を推進すること。

（８） 地域における歯科口腔保健に関する特性及び差に対応した施策を推進するこ

と。

（９） 歯科口腔疾患に関連する糖尿病，循環器疾患その他の疾病及び喫煙による歯

科口腔疾患への影響に対する施策を推進すること。

（１０） 障がい者，介護を必要とする者等の定期的な歯科健診や歯科医療を受ける

ことが困難な者を対象とした施策を推進すること。

（１１） 地域包括ケアにおける歯科医師等，保健医療等関係者その他の関係者との

緊密な連携を推進すること。

（１２） 歯科医師等及び保健医療等関係者の資質の向上に必要な施策を推進するこ

と。

（１３） 歯科口腔保健施策に関する情報の収集，調査及び研究を推進すること。

（１４） 前各号に掲げるもののほか，歯科口腔保健施策の推進に関すること。

（生涯歯科保健計画）
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第１０条 市長は，歯科口腔保健施策を総合的かつ計画的に推進するため，市民の歯・口

腔の健康づくりに関する基本的な計画（以下「生涯歯科保健計画」といいます。）を

定めるものとします。

２ 生涯歯科保健計画は，基本理念及び基本事項に基づき，次に掲げる事項について策定

し，公表するものとします。

（１） 歯・口腔の健康づくりに関する基本方針

（２） 歯・口腔の健康づくりに関する基本目標

（３） 歯科口腔保健施策

（４） 前３号に掲げるもののほか，歯・口腔の健康づくりを総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項

３ 生涯歯科保健計画は，市が策定する他の計画と調和が保たれたものでなければなりま

せん。

４ 市長は，生涯歯科保健計画を定め，又はこれを変更しようとするときは，あらかじめ

市民及び関係者の意見を広く聴くものとします。

（財政上の措置）

第１１条 市は，歯科口腔保健施策を推進するため，必要な財政上の措置を講ずるよう努

めるものとします。

（委任）

第１２条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別

に定めます。

   附 則

 この条例は，平成  年  月  日から施行します。
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